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研究成果の概要（和文）：中国におけるバイオ燃料の生産は世界第３位であり、今後も再生可能エネルギーを推進して
いく上で、バイオ燃料は重要な位置づけられている。しかし、バイオ燃料は食料と競合するなどの問題も指摘されてい
る。本研究では、中国におけるバイオ燃料の需給バランスを地域別に検討した。研究の対象としたのは、農業残渣であ
る稲わら、麦わらを対象にした。分析の結果、安徽省などの農業地帯ではバイオエタノールの供給ポテンシャルは、ガ
ソリン需要を上回ることなどを明らかにした。また、黄河流域を対象として、バイオ燃料の導入に関して生じる水需要
の変化に対応するために水利権の取引など制度設計についても検討した。

研究成果の概要（英文）：China is the third largest biofuel producer, and biofuel is set as a very importan
t factor for the promotion of renewable energy policy in China. However, there are concerns that the promo
tion of biofuel will cause several problems such as competition with food. This study evaluated the gap be
tween the potential production of bio-ethanol made from agricultural residuals (rice straw and wheat straw
) and the energy demand at a provincial level. The results show that the potential production of biofuel w
ill be larger than gasoline demand in the rural area, such as in Anhui Province. Moreover, the study exami
ned the policy, like the one regarding the water right trading to avoid water shortage caused by the promo
tion of biofuel in the Yellow River Basin.
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１．研究開始当初の背景 
 中国は 1980 年から実質年平均成長率が
8.2％という高い経済成長を遂げる一方、それ
にともなう地域間格差と環境問題も深刻化
しており、環境と経済の両立に向けて様々な
議論が行われている。バイオ燃料の開発と規
制に関する議論もその一つである。 
現在、中国は、ブラジル、アメリカに次ぐ、
世界第３位のバイオ燃料生産量を誇ってい
る。中国でバイオ燃料の生産が増加した背景
には、1）エネルギーの安全保障、2）地域間
格差の是正、3）環境対策の３つの要因があ
ることが知られている。エネルギーの安全保
障に関しては、中国では 1990 年代半ばに原
油の輸入量が国内生産量を上回り、その後も
国内需要に占める原油の輸入割合は増加の
一途をたどっている。この結果、国際原油価
格の変動が経済活動に大きな影響を与える
ため、バイオ燃料の生産拡大に対する取り組
みが加速した。また、中国のバイオ燃料の開
発は、当初、古くなったトウモロコシなど、
本来廃棄処分すべき穀物を有効利用するこ
とが目的であった。廃棄トウモロコシをバイ
オ燃料生産に利用することは、政府が食糧在
庫を処分する上でも、貧困農家の救済や増収
を図る上でも恰好の方法と見なされた。さら
に、中国では経済成長にともなう CO2 排出
量の増加が著しく、地球温暖化対策が緊急の
課題になっている。以上の背景として、バイ
オ燃料の生産量は、2000年から 2006年にか
けて約 30%増加した。 
しかし、米国においてトウモロコシがエタ
ノール生産に大量に使用されるようになっ
た 2007 年になって、トウモロコシの国際価
格が上昇し、状況は一変した。2007 年に 9
月に OECD は、バイオ燃料の開発が食品価
格の高騰や環境破壊をもたらす可能性があ
るとして、各国政府に対しバイオ燃料への補
助金を停止するよう警告した。中国でも、穀
物系エタノール燃料の新規プロジェクトは
規制するという方針を打ち出した。現在、中
国政府は、サトウキビ、キャッサバ、甘コー
リャン等、非穀物系の作物をバイオ燃料とす
る方針を打ち出している。 
これまで、中国におけるバイオ燃料の需給
については、穀物を原料とすることを前提に
行われたものが多く、非穀物系を原料とした
場合については、まだ十分な検討が行われて
いない。さらに、これまでの研究では中国全
体を対象としたものがほとんどで、地域別の
需給バランスについては考慮していない。中
国は自然的条件、社会的条件が地域によって
大きく異なる。したがって、バイオ燃料の利
用がもたらす便益とリスクは地域によって
異なると考えられるが、これまで十分な検討
が行われていない。 
 
２．研究の目的 
 中国におけるバイオ燃料はその利用に対
する期待と悲観的な見解が混在している。バ

イオ燃料は、エネルギーの安全保障、地球温
暖化対策、農村振興等へ貢献することが期待
されると同時に、食料との競合、農業用水需
要増大による渇水の危険性等が懸念されて
いる。しかし、このようなバイオ燃料の利用
がもたらす便益とリスクは地域によって異
なると考えられるが、これまで十分な検討が
行われていない。本研究では、バイオ燃料の
地域需給バランスを推計し、バイオ燃料利用
の意義と限界を地域別に検討することを目
的とする。 
 
３．研究の方法 
 まず、省レベルを対象として、統計資料を
用いて、バイオ燃料の需給バランスを検討し
た。その際、食糧との競合を考慮し、原料は
賦存量の多い農業残渣（稲わら、麦わら）と
し、バイオ燃料はバイオエタノールを対象と
した。 
 次に、省レベルでの検討を踏まえ、工業化
や経済成長で水需要が増加し、渇水の危機が
懸念されている黄河流域において、バイオ燃
料導入のために必要な制度設計を検討した。 
 
４．研究成果 
①中国におけるバイオ燃料生産の現状 
第 12 次五カ年計画(2011-2015)では、2015
年までに再生可能エネルギーの消費を 11.4%
まで引き上げる目標を掲げており、バイオ燃
料は重要な位置にある。政府の計画では、16
省でバイオエタノール製造計画が策定され
ているが、稼働しているのは、吉林省、黒竜
江省、河南省、安徽省、広西自治区である。 
2011 年における世界のバイオエタノール
の生産量は約 8,700 万 kl であり、中国はそ
の約3%に当たる200万klを生産している（US 
EIA 資料より）。他方、バイオディーゼルの世
界の生産量は 2400 万 kl で、中国の生産量は
約 48 万 kl である。中国におけるバイオ燃料
の生産は大幅に拡大しており、2005年と 2011
年を比較すると、バイオエタノール、バイオ
ディーゼルともに、約２倍増加した。 
バイオエタノールのガソリンへの混合率
は 10%であり、供給している地域は、吉林省、
黒竜江省、遼寧省、河南省、安徽省、広西自
治地区の６省である。当初は小麦、トウモロ
コシなどの穀物が原料として用いられてい
た。しかし、原料の多様化も進みつつあり、
現在は、キャッサバ、スウィート・ソルガム
（コーリャン）が原料として用いられている。
特に、広西自治区ではキャッサバが原料とし
て用いられている。他方、バイオディーゼル
の原料は、パームオイルなどである。 
しかし、食糧との競合を避けるため、トウ
モロコシを原料としたバイオエタノールの
製造は制限されている。また、キャッサバに
ついても国内の増産には限界があり、ベトナ
ムからの輸入に頼らざるを得ない状況にあ
る。したがって、従来の原料ではバイオ燃料
の増産を図るが難しく、食糧と競合しない原



料を用いたバイオ燃料の開発が必要になっ
ている。
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③黄河流域における
用によるバイオ燃料需給バランスの変化
 中国において農業用水の効率的な利用を
実現するにあたり、
の水資源配分、
のセクター別水資源配分、及び
配分における渇水リスクへの対応、について
検討する必要がある。ここでは、
に黄河断流に代表される深刻な水不足を経
験し、現在、実質的な水資源供給制約下にあ
る黄河流域を対象に、上記の
ける検討を踏まえ、同流域におけるバイオ燃
料作物の生産確保に向けた効果的な政策コ
ンセプトを示した。また、西安市を中心都市
とし、黄河流域最大の支流域を形成する渭河
流域は、水環境悪化、急速な地下水位低下な
ど、水資源管理において特に深刻な課題を抱
えている。このため、特に西安市都市部と農
村部の効果的な連携
善・バイオ燃料作物の確保に関する検討をベ
ースに、西安市を対象とした上記政策コンセ
プトの有効性について評価するとともに、そ
の実践のための制度設計についても併せて
検討した
 
(1)

 バイオ燃料用作物生産のための水資源確
保について検討する際、基本的には農業用水
を如何に効果的に確保するかが鍵となる。本
研究において対象とする黄河流域では、黄河
水利委員会による流域内の各省・自治区への
水資源配分を経て、それぞれの省・自治区が
各行政区内の各
に水資源配分を実施する仕組みとなってい
る。ここでは、既存研究のレビューに基づき、
黄河流域における水資源管理政策について
述べるとともに、各省・自治区におけるセク
ター間の水資源配分の現状とその課題を明
らかにした。
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③黄河流域における農業用水の効率的な利
用によるバイオ燃料需給バランスの変化
中国において農業用水の効率的な利用を
実現するにあたり、a)流域内の省・自治区間
の水資源配分、b)同流域内の各省・自治区内
のセクター別水資源配分、及び
配分における渇水リスクへの対応、について
検討する必要がある。ここでは、
に黄河断流に代表される深刻な水不足を経
験し、現在、実質的な水資源供給制約下にあ
る黄河流域を対象に、上記の
ける検討を踏まえ、同流域におけるバイオ燃
料作物の生産確保に向けた効果的な政策コ
ンセプトを示した。また、西安市を中心都市
とし、黄河流域最大の支流域を形成する渭河
流域は、水環境悪化、急速な地下水位低下な
ど、水資源管理において特に深刻な課題を抱
えている。このため、特に西安市都市部と農
村部の効果的な連携による水資源管理の改
善・バイオ燃料作物の確保に関する検討をベ
ースに、西安市を対象とした上記政策コンセ
プトの有効性について評価するとともに、そ
の実践のための制度設計についても併せて
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述べるとともに、各省・自治区におけるセク
ター間の水資源配分の現状とその課題を明
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を如何に効果的に確保するかが鍵となる。本
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ら、2007）。また、この時期において工業用
水価格等は適正価格に比しかなり低く設定
されていたが、このことが各省・自治区の過
度の取水を可能とした主な要因であること
が、白川ら(2005)による山西省のケーススタ
ディにより明らかにされている。さらにこう
した経済優先のあり方は、排水処理インフラ
の整備を遅らせ、水環境の悪化を招いた（東
ら、2003）。このため、2000 年代に入り、過
度な取水に対する罰則の適用など、黄河水利
委員会を中心とした水資源管理体制が強化
されるとともに、主に工業セクターの水資源
の再生利用等に対するインセンティブ強化
に向け、適正な水資源の価格体系の構築が図
られている（石ら、2008）。 
 一方、楊ら(2004)は、黄河流域における分
布型水文モデルを構築し、過去 50 年におけ
る気象状況の変化と観測点ごとの河川流量
との関係を評価したが、その中で、近年、年
間降水量と河川流量の減少傾向が比較的顕
著であることが示されている。これは今後の
気候変動により、黄河流域の河川流量はさら
に減少する可能性があることを示唆するも
のであり、流域内の各省・自治区は、引き続
き節水型システムの構築に向けた努力が求
められる。 
 
2) セクター間の水資源配分の現状と課題：水
権取引の観点から 
 黄河流域では農業用水が全体の水需要の 8
割程度を占めている。一般的に、黄河流域で
は中国の西北部に位置する上流、中流域にお
いて農業用水の需要が大きく、東部の下流域
に近づくにつれ、都市用水、工業用水の需要
が伸びる傾向にある（大西ら、2006）。この
ため、流域全体の経済発展のみを優先した場
合、上中流域の生産効率の低い農業セクター
への水供給を削減し、余剰分を下流域の工業
生産増に企てる、ことが効果的であると考え
られる（奥田ら、2005）。しかし、このあり
方では、食糧安全保障、地域間経済格差等の
課題に対し、明確な回答を見いだせない。ま
た、先の 1)の議論から、水資源配分の公平性
の観点からも疑問が残る。 
 省レベルにおける各セクター間の効果的
な水資源配分の取組として、水権取引がある。
以下に同制度の導入の契機となった内蒙古
自治区の事例を示す。 
 内蒙古自治区では、黄河からの水資源分配
量は年間 56.8 億 t（過去の渇水期における実
質分配水量は年間 48 億 t）であるが、現在、
同自治区での使用量はすでに分配量の上限
に達している。また、制度上、今後、エネル
ギー増産のために黄河から新たな水資源を
獲得することは困難である。一方、内蒙古自
治区におけるセクター別の水利用量は、農業
用水が全体の94%を占めるが、灌漑効率は40%
程度と低い。こうした背景から、内蒙古自治
区は、発電セクター（石炭火力発電所）が農
業セクターに節水灌漑インフラ整備のため

の投資を行い、農業セクターは節水による余
剰水を発電セクターに提供する、水権取引制
度を新たに確立した。これにより、水供給制
約下における黄河流域の発展の可能性が見
出された。 
 ここで、石ら(2007、2009)は同制度の地域
経済への波及効果について定量的に評価し
たが、一方で同自治区において水権取引が活
性化した場合の社会環境的リスク（CO2 排出
増、電力送付先である東部沿岸域との地域間
収入格差の拡大等）についても明らかにした。
東ら(2013)はこうした結果をふまえ、内蒙古
自治区におけるバイオマス資源を中心とし
た再生可能エネルギーの導入促進が、水権取
引による地域産業の活性化と環境負荷の抑
制に寄与することを示した。しかし、この実
践に向けた制度設計に対する議論が未だ不
十分である。ここでは、こうした議論をさら
に深め、持続可能な地域開発実現に寄与する
バイオ燃料用作物の生産確保のためのより
包括的な政策コンセプトを提示する。 
 
(2) バイオ燃料用作物の生産確保のための政
策コンセプトの提示 
 コンセプトの提示において最も基本とな
る点は、まず、農地の確保、次にバイオ燃料
用作物の生産、及びバイオ燃料生産に関する
技術開発促進、ならびにバイオ燃料の需要促
進、である。ここでは、様々なバイオ燃料用
作物や、各種バイオマス資源（有機廃棄物等）
の循環システムの構築が鍵となる。これによ
り、気候変動の緩和や食糧安全保障の強化な
どが期待できる。さらに、バイオ燃料用作物
の生産確保に資する“セクター間の水資源の
配分”、及び“各セクターにおける節水型シ
ステムの構築”が重要となる。ここでは、先
に述べた水権取引のようなセクター間にお
ける効果的な水資源配分政策や、セクターご
との水資源のカスケード利用等の節水対策
が挙げられる。ここでは西安市を対象として
各課題への対応策について述べる。 
 
1) 農地の確保（農村における収入の確保） 
 中国における農地面積は年々減少傾向に
あり、西安市においても例外ではない。この
土地利用変化の主な要因は都市化である。開
発経済学の観点から、この都市化の要因の一
つに収入格差増大による農村から都市への
人口流入の増加、がある（東ら、2003）。対
策として農村部における収入増への取組が
重要となる。中国では三農問題が長きにわた
って克服すべき重要課題として位置づけら
れてきたが、近年では農村部における小規模
バイオガスダイジェスターの普及が農民の
収入増に寄与し、同様の取組が各地で広がっ
ていることが明らかとなっている（小林ら、
2011）。これに第二世代バイオ燃料等の適正
価格での供給システムの構築などが加われ
ば、農村部の更なる経済発展につながり、農
村部から都市部への人口流入の抑制、ひいて



は農地面積の確保に繋がっていくと考えら
れる。 
 
2) バイオマス資源・バイオ燃料の生産促進 
 途上国において、作物の生産量を確保する
場合、化学肥料や農薬の過剰投入が共通の課
題として挙げられており、作物の適正な生産
管理の拡充が求められている。また黄河流域
では灌漑用水管理に起因する塩害も課題と
なっている。バイオマス資源生産に関する上
記の問題を克服するうえで、バイオ燃料の生
産促進は効果的である。中村ら(2012)は、原
料を家畜糞尿等とするバイオガス生産のメ
タン発酵プロセスにおいて発生する残さ（液
肥）の成分について分析し、その実証試験を
実施した結果、この液肥は作物の生産に非常
に効果的であり、化学肥料とほぼ同様の役目
を果たすことを明らかにした。バイオエタノ
ール等の他の燃料の製造において残さとし
て発生する液肥についても同様のことが期
待できる。また、バイオブリケットの燃焼後
の残さは炭化により土壌改良材としての効
果を発揮することが明らかとなっている（酒
井ら、2013）。中国では大気汚染抑制や気候
変動の緩和を目的とした石炭バイオブリケ
ットの試験的導入が実施されている。導入コ
スト等の課題は残されているものの（酒井ら、
2013）、こうした取組の広がりは、黄河流域
内の塩害の克服にも役立つと考えられる。外
岡ら(2006)によると、西安市農村部の燃料は
バイオマスや石炭がほとんどを締め、大気汚
染等の要因となっていることが明らかとな
っている。ここではバイオマスのペレット化
等による燃焼効率の改善の必要性が示され
ており、上記の石炭バイオブリケットの導入
は効果的であると考えられる。 
 
3) 節水型システム構築と渇水への対応 
 中国大連市の事例では、清水建設(2003)に
よる下水処理場へのバイオガス製造プラン
トの導入に関する CDM 関連調査がある。西安
市においても有機廃棄物、下水汚泥の処理の
課題があるため、既存の集中型水処理インフ
ラを活用した同様の取組が重要であると考
えられる。また王ら(2008)によると、西安市
中心部の水処理インフラは依然不十分であ
るが、今後、分散型水処理システムの導入が
集中型に比し、費用便益の観点からより効果
的であることが明らかとなった。中小都市へ
の分散型水処理システムの導入による水資
源のカスケード利用、農村部へのバイオガス
ダイジェスターの導入などの技術システム
の構築が急務である。さらに馬場ら(2005)、
東ら(2010)は西安市における渇水期の食糧
生産の落ち込みについて定量的に評価した。
渇水期における食糧生産量は、過去のトレン
ドに基づいた場合、平水期に比べ約 2割の減
少が認められる。この場合、農業用水をより
優先的に確保するにあたり、バイオマス資源
の利活用促進に基づく作物生産の経済的イ

ンセンティブの向上が必要となる。 
 
4) 政策体系実施のための制度設計（まとめ） 
上記の政策をより体系的に実施するため、以
下のような制度の活用が必要である。 
-PPP：分散型水処理システムの導入促進 
-CDM：農地確保（都市拡大による CO2 増加抑
制）、バイオ燃料及びその製造時の発生残さ
（有機堆肥等）の利活用による CO2 削減など 
-Microfinance：バイオガスダイジェスター
の導入等（多重債務を防ぐため、政府補助金、
CDM 等との組み合わせについて要検討） 
-水権転換：灌漑効率の改善、工業・生活用
水の確保 
-参加型開発：人材育成、普及啓発 
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